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特集：参院選結果と今後の安倍政権 

 

 7月 21日の参議院選挙は、だいたい予想通りの結果となりました。これで衆参の「ねじ

れ」は解消し、「向こう 3 年間は国政選挙がない」という安定した政治状況が訪れます。

もっともこの間に安倍内閣が果たすべき課題としては、①消費税増税、②物価目標 2％、

③TPP交渉妥結などがあり、さらには④原発問題の処理も視野に入れる必要があるでしょ

う。「けっして楽な道のりではない」というのが率直な印象です。 

さて、安倍政権は今回の選挙結果からどんなメッセージを読み取り、向こう 3年間をど

のように使うべきなのか。経済政策を中心に考えてみたいと思います。 

 

●2013 年参院選での 7 つの発見 

 

いつものことながら、まずは参院選結果の検証から始めることにしたい。昨年末の衆院

選と今回の参院選という 2つの選挙結果が、たぶん長期政権となるであろう今後の安倍内

閣を支えるデータとなるからだ。 

ここは十分に「後講釈」をしておきたいところである。 

 

① 心配されていた投票率は 52.61％で、事前の関心が低かった割には底堅い水準であった。

ひとつには期日前投票が定着したお蔭だろう。仮に 5 割を割っているようだと、安倍

内閣の正統性に疑義がつくところであった。 

② 1人区では、岩手県と沖縄県以外の 29選挙区で自民党が勝利した。地方経済にはアベ

ノミクスの恩恵はまだ及んでいないのだが、かえってそのために「これから景気が良

くなる」という「期待」を売り込むことができたのだろう。 
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③ 逆に複数区では番狂わせが尐なくなかった。景気が良くなっている都市部の方が、「景

気の次の課題」である消費税や原発問題に焦点が当たった。ただし逆風が吹いたのは

与党に対してではなく、民主党に対してだった。従来、「都市部に強い」と言われて

いた民主党が、東京、大阪、埼玉、宮城、京都、兵庫で議席ゼロに終わっている。 

④ 前回の衆院選に比べ、投票総数が約 1割減尐する（6018万→5323万）なかで、比例区

では自民が 1846 万票と、昨年衆院選の 1662 万票から約 1 割上積みしている。「自民

党の比例での得票が 3割を超えたのは、2005年の郵政選挙（38％）以来」であること

を考えると、”Swing Voters”による「改革への期待」が大きいと見るべきであろう。た

だし比例の当選者を見ると、全特（郵政）の候補者が 42.9 万票で第 1 位、JA（農政）

の候補者が 33.8万票で第 2位と、利益団体も自民党に回帰していることが窺える1。 

⑤ 逆に民主党は負け過ぎて、比例の得票率 13.4％は公明党以下となった。4年前の 42.4％

から見ると 3分の 1以下である。やはり第三極（維新の 11.9％やみんなの 8.9％）を取

り込まないと、与党には対抗できないのではないか。実際、自民＋公明は 2600万票だ

が、民主＋みんな＋維新＋共産＋社民＋生活＋みどり＋大地＝2650万票となる。野党

の分裂が与党の勝利をもたらした、といっても過言ではないだろう。 

⑥ 公明党（11.8％→14.2％）、共産党（6.1％→9.7％）と組織政党が票を伸ばしている。

今回初めて行われたネット選挙の解禁は、不特定多数の関心を選挙に集めるというよ

りは、確実な支持者を持つ組織政党を利したようである。また、ネガティブキャンペ

ーンの成功例もあり、導入の狙いとはやや違った効果を発揮したようだ。 

⑦ 今回、12もの政党が比例区に候補者を立てたが、議席を得たのは自民 18、公明 7、民

主 7、維新 6、共産 5、みんな 4、社民 1 までであった。やはり「有権者が把握できる

政党は、いいところ 7つまで」であろう。それ以下の政党は淘汰されてしまった。 

 

○比例得票数の推移 

  
2013年 

参院選 
％ 

2012年 

衆院選 
％ 

2010年 

参院選 
％ 

2009年 

衆院選 
％ 

2007年 

参院選 
％ 

民主 7,134,215  13.40  9,628,483  16.00  18,450,140  31.56  29,844,799  42.41  23,256,247  39.48  

自民 18,460,404  34.68  16,623,542  27.62  14,071,671  24.07  18,810,217  26.73  16,544,761  28.08  

公明 7,568,080  14.22  7,116,265  11.82  7,639,432  13.07  8,054,007  11.45  7,765,329  13.18  

共産 5,154,055  9.68  3,689,988  6.13  3,563,556  6.10  4,943,886  7.03  4,407,932  7.48  

社民 1,255,235  2.36  1,420,928  2.36  2,242,735  3.84  3,006,160  4.27  2,634,713  4.47  

みんな 4,755,160  8.93  5,245,586  8.72  7,943,649  13.59  3,005,199  4.27  ―   

維新 6,355,299  11.94  12,262,144  20.38              

生活 943,836  1.77  3,424,071  5.69              

その他 1,603,324  3.01  768,881  1.28  4,542,246  7.77  2,705,987  3.85  1,264,802  2.15  

合計 53,229,608  100.00  60,179,888  100.00  58,453,429  100.00  70,370,255  100.00  58,913,700  100.00  

 

                                                      
1 前号「TPP交渉正式参加直前に思うこと」でも指摘した通り、農業関係の団体は TPP交渉について既

に条件闘争を考えているのかもしれない。 
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●日本版・二大政党制はどこへ行く 

 

 今回の参院選全体では、「自民と民主の議席数を足すと 90台になる」（議席数 121）と

いう従来の法則が崩れかけている。ようやく定着しつつあった「政権交代が可能な二大政

党制」がピンチ、と言っていいのではないだろうか。 

 

・2001年参院選：民主 26議席＋自民 64議席＝90議席 

・2004年参院選：民主 50議席＋自民 49議席＝99議席 

・2007年参院選：民主 60議席＋自民 37議席＝97議席 

・2010年参院選：民主 44議席＋自民 51議席＝95議席 

・2013年参院選：民主 17議席＋自民 64議席＝81議席 

 

 去年まで与党だった民主党は、今では衆議院で 56議席、参議院で 59議席という中規模

政党になってしまった。「政権交代はもう懲り懲り」という民意なのかもしれないが、旧

与党としてはいささか負け過ぎであろう。 

本誌が以前にも紹介したとおり、二大政党制の本家本元である英国政治においては、野

党すべてが"Opposition"と呼ばれるわけではなく、「議会で 2 番目に多く議席を有する政

党で、総選挙という競争に敗北した側を”Opposition”と呼ぶ」2。ゆえに今の日本では、民

主党だけが貴重な失敗経験を持つ"Opposition"ということになる。 

おそらく英国流経験主義の伝統から行くと、「政権を担当したことのない野党は信用し

たくない」のであろう。確かに与党経験のない野党は、ブルペンでしか投げたことのない

ピッチャーのようなものである。さらに言えば、監督に交代を告げられた瞬間は、ピッチ

ャー自身にとって最良の学習機会となるはずである。今の民主党は、果たしてこの機会を

活かしていると言えるだろうか。 

 ともあれ、これだけ”Opposition”が小さくなってしまうと、与党に対して「いつでも野党

第一党が取って代わる」という緊張感を与えることは難しい。むしろ自民党を挟んで、「野

党が右と左からチェックを入れる」という 55年体制に近い形となる。 

 ところで一人区（地方）と複数区（都市部）の違いが、前述の通り「景況感の差」にあ

るとしたら、今後、景気回復が地方にも浸透するにつれて、全国的に「景気の次の課題」

に焦点が当たりやすくなるはずである。そして実際に、消費税増税、成長戦略の加速、TPP

交渉、原発再稼働など、政権にとっては困難な課題は尐なくない。安倍内閣の支持率は、

今後はじょじょに低下していくことになるだろう。 

ここで気をつけなければいけないのは、自民党議員がこの 1年で倍増していることであ

る。1 年前の自民党は、衆院が 120 人、参院が 87 人と合計 207 人の所帯に過ぎなかった。

それが現在は、衆院が 294人、参院が 113人で合計 407人である。今はともかく、いずれ

は党内のコントロールが難しくなることだろう。二大政党制が遠のけば、自民党の路線対

立が深まるのが自然な勢いだと思うのである。 

                                                      
2 本誌 2010年 6月 11日号「日本版・二大政党への道」を参照。 
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●政府・与党内で早くも路線対立か 

 

選挙後の 2週間の動きを振り返ってみると、早速、気になるのは消費税見直しの話が浮

上したことである。 

この間、景況感はむしろ改善が続いている。内閣府は 7 月 23 日の月例経済報告で基調

判断を上方修正し、「景気は着実に持ち直しており、自律的回復に向けた動きもみられる」と

久々に「回復」の文字を復活させている。さらに 8 月 12 日に発表予定の 4-6 月期 GDP 速報

値は、年率+3～4％の成長が見込まれている。 

 当初、財務省は 8月中に中期財政計画をまとめ、消費税増税の予定を盛り込んだうえで、

9月 5～6日の G20（サンクトペテルブルク）で対外的に説明する構えであった。これに対

して官邸が待ったをかけ、9月 9日の 4-6月期 GDP 改定値を見た上で決定するという。さ

らに内閣参与の浜田宏一氏は、「毎年 1％ずつ上げる方がいい」と助言している。 

仮にこれが選挙前であれば、一度決まった話を蒸し返すような行為は、確実に選挙結果

に悪い影響を与えたはずである。また、住宅産業やインフラ関連など、多くの企業は既に

「来年 4月 3％増税」を前提に動いており、そちらの面の影響も小さくないだろう。 

対外的な評判も気になるところである。選挙にも勝って、準備万端という状態で増税を

先送りすると、「日本はやっぱり消費税を上げられない」という認識につながってしまう。

日本が対 GDP 比 200％もの財政赤字を抱えていても、「あそこは増税の余地があるから」

ということで信認が得られてきた。その前提を崩してしまうと、「日本国債を売るタイミ

ングを狙っているヘッジファンドたち」が大喜びすることになりかねない。 

さらにここが最大の問題となるのだが、増税のタイミングや税率の刻みを今から本気で

変えるとしたら、法改正が必要になる。それを、いつやるつもりなのか。当面、8 月は夏

休みで 9 月は外遊、そして 10 月に臨時国会が召集されて、それ以降に決めるしかないの

だが、いかにも遅い。その場合、民主党は反対に回るだろうから、三党合意の枠組みもな

くなってしまう。さらに言えば、臨時国会では成長戦略の加速や日本版 NSCなどの重要案

件が山積みになっている。 

どう考えても、本気で増税日程を変えるつもりがあるとは思えない。ところがそういう

話が出てくるということは、政府・与党内で何らかの路線対立があるからだろう。それが

「リフレ派対その他経済スタッフ」によるものなのか、「官邸対財務省」なのか、はたま

た「安倍首相対麻生財務相」なのかは分からない。いずれにせよ、選挙が終わった後の「緩

み」が、こんな形で表面化しているのではないか。 

 おそらくこの秋には、成長戦略として投資減税を進める一方で、財政再建のために消費

税増税を行うという政治的に難しい状況が出現する。安倍政権には、「企業に減税して、

庶民には増税か」という分かりやすい非難が浴びせられるだろう。それを考えても、現時

点で消費税を弄ぶのは非常に危険なのである。 
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●前途に待ち受ける 3 つの難題 

 

 さて、衆参のねじれ現象が終わり、「これから向こう 3年間は国政選挙がない」という

恵まれた政治状況が出来あがった。ここで、「安倍首相は、憲法改正に突き進むのではな

いか」との懸念をよく聞く。 

 筆者などは、「安倍首相は最低でも向こう 2年は経済問題に専念しなければならないし、

憲法改正に政治的資源を振り向ける余裕はない」と見ている。これは安倍首相の立場にな

って、向こう 3年間の長期戦略を考えてみれば、自明な結論ではないかと思う。 

まず、経済情勢はけっして楽観を許さない。現政権は向こう 2年間に、以下の懸案を片

付けなければならない。 

 
（1）消費税を 2回（3％＋2％）上げること。 
（2）日銀によるインフレターゲット 2％の達成 
（3）あと 1年程度で TPP 交渉が妥結するとして、その国会批准。 
 

 足元の景気は確かに順調なのだが、これが来年春にどうなっているかは保証の限りでは

ない。最近の中国経済が不穏である、という話はさておくとして、国内だけを見ても来年

春には以下の 3つのリスクが生じることになる。 

 

① 消費税の 3％増税    （8兆円くらい） 
② 2013 年度に積み上げた公共投資の減少  （6兆円くらい） 
③ 3 月末に発生する駆け込み需要とその反動減 （2兆円くらい） 

 

 ざっくり 15～16 兆円程度の国民負担増が生じるはずである。すなわち対 GDP 比で 3％

程度の下押し圧力が発生する。これを「日本版・財政の崖」問題と呼んでもいいだろう。

これで景気腰折れを招くようだと、賃上げも物価上昇もすべてが「取らぬ狸の皮算用」に

なってしまう。それくらいなら補正予算でも定額給付金でも、とにかくやれることは何で

もやった方が良いとさえ言えよう。 

次に、日銀のインフレターゲットも間接的には政府の責任となる。たまたま 6月の消費

者物価上昇率は＋0.4％と久々のプラスになったが、これは主に円安によるエネルギー価格

の上昇によるものであった。7月 29日に内外情勢調査会で講演した黒田日銀総裁も、「2％

の目標は容易ではない」と脱デフレの難しさを語っている。 

さらに TPP 交渉の問題がある。日本は今月から正式に交渉に参加したばかりだが、おそ

らく妥結まであと 1 年程度はかかるだろう3。とすれば、その後は TPP 合意内容の国会で

の批准という作業が待っている。今は交渉内容に守秘義務が課せられているが、実際に法

案という形で姿を表したときは、どんな騒ぎになるか分からない。 

                                                      
3 「締め切りは年末ではなく、来年の米国中間選挙」というのが、ぶっちゃけベースの読み筋である。 
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（加えてもうひとつ、安倍内閣は原発の問題にも直面しなければならない。すなわち、再

稼働を進める一方で、次には東京電力の経営をどうするかという問題が浮上するだろう。

「うまく行ったところで、誰も褒めてくれない」仕事であるが、かといってエネルギーの

安定は政府の責任である。これこそ、選挙のない期間にやらなければならない仕事ではな

いだろうか…） 

 

●勝負所は「2015 年の夏」まで 

 

 こうしてみると、前途遼遠という印象になるが、それだけにやりがいもある。仮に 2015

年の夏になって、上記 3条件にめどがついていた場合、安倍首相は国内的に非常に強い立

場になっているだろう。何しろデフレから脱却できて、財政再建に向けても一歩前進して、

TPP という大きな宿題も果たしているのである。これだけで十分、歴史に残る評価を受け

ているはずである。 

久々の名宰相となっている安倍首相が、「来年の選挙では憲法改正に向けて民意を問い

たい」と言い出したら、反対する人はあまり出てこないのではないか。また、2015年夏の

「戦後 70 年」には、村山談話を上書きする新しい首相談話を出すという話もある。これ

らの宿願を果たすためにも、安倍首相は経済再生という形で政治的資産を積み上げておく

必要があるだろう。 

逆に上記 3条件が果たされていなかったら、自民党内は「安倍政権もいよいよ来年まで

か」ということになり、2015年 9月に予定されている自民党総裁選では、有力対抗馬がど

んどん名乗りをあげることになるだろう。衆参で 400人に膨れ上がった自民党議員たちが、

「来年はダブル選挙が必至で、内閣支持率が低下している」事態に直面すれば、おそらく

挑戦者続出となるはずである。安倍政権をつぶすには、何も「強い野党」の誕生を待つ必

要はないのである。 

結論として、憲法改正や歴史認識といった保守層のアジェンダは、向こう 2年間の経済

政策の出来次第に懸っていると言える。急がば回れで、安倍首相は経済問題に全力投球し

なければならない立場なのである。 

ついでに付言しておくと、この秋の臨時国会では「日本版 NSC法案」が上程される。今

のところ、野党もあんまり反対しそうにはない。さらに新しい防衛大綱が作られ、集団的

自衛権の解釈変更作業も着手されるだろう。これらの努力が実を結べば、わが国の安全保

障環境はかなり「まとも」になる。それこそ、憲法改正の政治的優先順位は確実に低下し

ているはずである。 

憲法に関する議論はついつい極端な方向に流れがちである。「安倍さんはきっと憲法改

正をやってくれる」と期待する保守派も、「安倍さんは憲法改正をやりそうで怖い」と考

えるリベラル派も、尐々リアリズムが欠けているのではないかと感じるところである。 
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＜今週の”The Economist”誌から＞ 

”The Great Deceleration”    Cover story 

「新興国経済の大いなる減速」   July 27
th
 2013 

 

＊ 新興国経済に急ブレーキがかかっています。これはバブル崩壊というよりは、世界経済

の転機なのではないか、というのは The Economist誌の見解であります。 

＜抄訳＞ 

 トップランナーの記録が落ちた時、それが一時的な不調か限界なのかを判断することは

難しい。21 世紀の最速走者たる新興国経済も同様だ。彼らは 10 年間にわたる高度成長に

よって、金融危機に直面した世界経済を救ってきたものの、今は急速に落ち込んでいる。 

 中国は今年、政府目標の 7.5％成長が達成できれば御の字であろう。インドの 5％成長、

ブラジルとロシアの 2.5％は、それぞれ最盛時の半分に過ぎない。新興国全体でも昨年並

みの 5％といったところ。先進国に比べればマシだが、2009年以来の低水準である。 

 この 10年で、新興国が世界に占めるシェアは 38％から 50％に上昇した（PPP ベース）。

次の 10年も成長は続くにせよペースは落ちる。長期的な衝撃は深甚なものとなろう。 

 悲観論は強いものの、新興国経済の崩壊は考えにくい。中国は投資から消費への転換の

さなかにある。投資のお蔭で不良債権が増えたが、中央政府の財政には余力がある。先進

国経済はなおも脆弱で、急な金融引き締めもなさそうだ。今の新興国は以前よりも為替制

度は柔軟になっており、外貨準備にも余裕がある。負債も多くはないので防衛は楽だろう。 

 ともあれ記録破りの日々は終わった。中国の投資＆輸出モデルは息切れ状態だ。人口の

高齢化は早く、労働者不足は確実である。キャッチアップ型成長の余地も乏しい。ロシア

経済は、中国の成長によるエネルギー価格上昇によるところが大だった。ブラジルは商品

価格と国内信用ブームに乗っていたが、インフレと低成長下で思惑が外れている。インド

も一時は二桁成長に近かったが、改革抜きには成長の再加速はないだろう。 

 新興国経済が大減速となれば、日米がより強く回復するか、ユーロ圏の復活が望まれる。

と同時に、この 10 年間がいかに常識外れだったか分かるというものだ。将来的には、よ

り多くの国の均衡した成長が望ましい。中印に続き、インドネシアからタイまで 10 か国

の新興国が並ぶが、すべて合計しても中国の人口に及ばない。BRICs頼りは無理だろう。 

 企業は戦略の見直しを迫られる。シェールガスがある米国の方が、BRICs よりも明るい

投資先となろう。新興国の政治家たちは成長を競わねばならない。中国は危ういものの、

改革への意欲も強い。プーチンのロシアはむしろ資源頼り。インドは人口動態が味方だが、

ブラジルと同様に改革への熱意が必要。さもばくば台頭する中間層を失望させよう。 

 1990年代には「ワシントンコンセンサス」が流行し、自由化と民主化が良しとされた。

ここ数年は中国が台頭し、逆に欧米が迷走していたので、国家資本主義がバラ色に見えた。

しかし「北京コンセンサス」にも限界がある。西側は尐し自信を取り戻すことができよう。 
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＜From the Editor＞ 米中再逆転？ 

 

 前頁にある通り、The Economist 誌が BRICs など新興国経済の減速をカバーストーリー

に取り上げています。年初からルチル・シャルマの『ブレイクアウト・ネーションズ』な

どを紹介し、「今年は先進国経済が再評価される年」と主張してきた本誌としては、「や

っぱりね」というところです（今年 2月 22日号「転換期の新興国市場を考える」など）。 

 そんな中でも、このデータはちょっと面白いんじゃないでしょうか。まだあんまり気づ

いている人は尐ないと思いますが、日本の輸出額で米中再逆転が起きているんです。 

 

 2008年のリーマンショック以降は、米国向け輸出がほとんど半減してしまいました。そ

れが 2012 年にはほぼ「米中横一線」となり、今年上半期は米国がリードしています。も

ともとは、尖閣問題を契機とする日本製品の不買運動の影響もあったはずですが、その後

の米国経済の好調さと中国経済の変調が、日本の通関統計に影を落としているようです。 

 日本経済の本格的回復に向けては、やはり輸出の増大が欠かせません。夏以降も、米国

向けと中国向けの輸出動向をしっかり見張っていきたいところです。 

 

＊ 次号は夏休み 1 週間を足して、8 月 23 日（金）にお届けする予定です。 

編集者敬白 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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